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(通知)歯科訪問診療補助加算は、歯科訪問診療料を算定した日において、当該診療が必要な患者に対して、歯科訪問

診療を実施する保険医療機関に属する歯科医師と当該保険医療機関に属する歯科衛生士が同行し、当該歯科医師の

行う歯科訪問診療中は、歯科訪問診療の補助が適切に行える体制の上で、実際に当該歯科衛生士が歯科訪問診療料

の算定の対象となる歯科訪問診療の時間を通じて、歯科訪問診療の補助を行った場合に算定する。また、施設基準

に応じて、同一建物居住者以外の歯科訪問診療時は本区分の「イの（１）同一建物居住者以外の場合」又は「ロの

（１）同一建物居住者以外の場合」により算定し、同一建物居住者の歯科訪問診療時は本区分の「イの（２）同一

建物居住者の場合」又は「ロの（２）同一建物居住者の場合」により算定する。なお、当該加算を算定した場合は、

診療録に診療の補助を行った歯科衛生士の氏名を記載する。

※ 同居する同一世帯の複数の患者に対して診療を行った場合など、同一の患家において２人以上９人以下の患者

の診療を行った場合には、１人は歯科訪問診療１を算定し、歯科訪問診療１を算定した患者以外の患者について

は歯科訪問診療２を算定するが、歯科訪問診療補助加算の要件を満たす場合においては、歯科訪問診療１を算定

した患者についても施設基準に応じて「イの(２)同一建物居住者の場合」又は「ロの(２)同一建物居住者の場合」

により算定することになるので注意を要する。
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歯科訪問診療料

注１５ 歯科訪問診療１について、当該保険医療機関の外来（歯科診療を行うものに限る。）を受診していた患者で

あって在宅等において療養を行っているものに対して、歯科訪問診療を実施した場合は、歯科訪問診療移行加算

として、次に掲げる点数を所定点数に加算する。なお、この場合において、在宅歯科医療推進加算は算定できな

い。【新設】

イ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の場合 150 点

ロ イ以外の場合 100 点

(通知)「注１５」に規定する歯科訪問診療移行加算は、在宅等療養患者であって、当該保険医療機関の外来（歯科診

療を行うものに限る。）を継続的に受診していたものに対して「１ 歯科訪問診療１」を算定した場合に所定点数に

加算する。ただし、当該保険医療機関の外来を最後に受診した日（初診料又は再診料を算定した日）から起算して

３年以内に歯科訪問診療を実施した場合に限る。【追加】
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(通知①)訪問歯科衛生指導料は、同一初診期間中に歯科訪問診療料を算定した患者等に対して、歯科訪問診療料を算

定した日から起算して１月以内（ただし、歯科訪問診療を行う歯科医師により、状態が安定していると判断される

場合は２月以内でも差し支えない。）において、当該患者に係る歯科訪問診療を行った歯科医師の指示を受けた当該

保険医療機関に勤務（常勤又は非常勤）する歯科衛生士等が、療養上必要な実地指導を行った場合に算定し、単な

る日常的口腔清掃等のみを行った場合は算定できない。

(通知②)訪問歯科衛生指導料は、単一建物診療患者の人数に従い算定する。ここでいう単一建物診療患者の人数とは

当該患者が居住する建築物に居住する者のうち、当該保険医療機関の定める歯科訪問診療の計画に基づいて訪問歯

科衛生指導を行い、同一月に訪問歯科衛生指導料を算定する者（当該保険医療機関と特別の関係にある保険医療機

関において算定するものを含む。）の人数をいう。なお、ユニット数が３以下の認知症対応型共同生活介護事業所に

ついては、それぞれのユニットにおいて、病院については、それぞれの病棟において、訪問歯科衛生指導料を算定

する人数を、単一建物診療患者の人数とみなすことができる。また、１つの患家に訪問歯科衛生指導料の対象とな

る同居する同一世帯の患者が２人以上いる場合は、患者ごとに「単一建物診療患者が１人の場合」を算定する。ま

た、当該建築物において訪問歯科衛生指導を行う患者数が、当該建築物の戸数の10％以下の場合又は当該建築物の

戸数が20戸未満であって、訪問歯科衛生指導を行う患者が２人以下の場合には、それぞれ「単一建物診療患者が１

人の場合」を算定すること。【追加】

(通知③)訪問歯科衛生指導を行った場合は、歯科医師は診療録に次の事項を記載する。ただし、ハに関しては、訪問

歯科衛生指導を開始した日に限り記載することとするが、変更が生じた場合は、その都度記載する。また、当該訪

問歯科衛生指導が歯科訪問診療と併せて行われた場合は、ハ及びニについて省略して差し支えない。

イ 歯科衛生士等に指示した内容

ロ 指導の実施時刻（開始時刻と終了時刻）

ハ 訪問先名（記載例：自宅、○○マンション、介護老人保健施設××苑）

ニ 訪問した日の患者の状態の要点等
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第８部 処置

在宅等療養患者専門的口腔衛生処置（１口腔につき） 120点 【新設】

注１ 歯科疾患在宅療養管理料を算定した患者に対して、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が専門的口腔清掃処置

を行った場合に、月１回に限り算定する。

注２ 訪問歯科衛生指導料を算定した日は算定できない。

注３ 在宅等療養患者専門的口腔衛生処置を算定した日の属する月において、機械的歯面清掃処置は、別に算定でき

ない。

(通知①)在宅等療養患者専門的口腔衛生処置とは、歯科疾患在宅療養管理料を算定している患者に対して、歯科訪問

診療を行っている主治の歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該患者の口腔の衛生状態にあわせて、口腔清掃

用具等を用いて歯面、舌、口腔粘膜等の専門的な口腔清掃、義歯清掃又は機械的歯面清掃を行った場合をいう。
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(通知②)主治の歯科医師は、在宅等療養患者専門的口腔衛生処置に関し、歯科衛生士の氏名を診療録に記載する。な

お、当該処置を行った歯科衛生士は、業務に関する記録を作成する。

歯科疾患在宅療養管理料

(通知①)歯科疾患在宅療養管理料とは、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）

局長に届け出た保険医療機関である在宅療養支援歯科診療所１、在宅療養支援歯科診療所２又は歯科診療を行うそ

の他の保険医療機関において、在宅等において療養を行っている通院困難な患者の歯科疾患の継続的な管理を行う

ことを評価するものをいい、患者等の同意を得た上で、患者等に対して、歯科疾患の状況及び当該患者の口腔機能

の評価結果等を踏まえた管理計画の内容について説明した場合に算定する。なお、当該管理料を算定する場合は、

歯科疾患管理料、周術期等口腔機能管理料(Ⅰ)、周術期等口腔機能管理料(Ⅱ)、周術期等口腔機能管理料(Ⅲ)、歯

科特定疾患療養管理料、在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料、小児在宅患者訪問口腔リハビリテーシ

ョン指導管理料及び歯科矯正管理料は別に算定できない。

(通知②)管理計画は、患者の歯科治療及び口腔管理を行う上で必要な全身の状態（基礎疾患の有無、服薬状況等）、口

腔の状態（口腔衛生状態、口腔粘膜の状態、乾燥の有無、歯科疾患、有床義歯の状況、咬合状態等）、口腔機能の状

態（咀嚼の状態、摂食・嚥下の状況及び構音の状況、食形態等）管理方法の概要及び必要に応じて実施した検査結

果の要点等を含むものであり、当該患者の継続的な管理に当たって必要な事項等を診療録に記載又は管理計画書の

写しを添付する。

(通知③)歯の喪失や加齢、これら以外の全身的な疾患等により口腔機能の低下を認める在宅等療養患者（口腔衛生状

態不良、口腔乾燥、咀嚼機能低下、舌口唇運動機能低下、咬合力低下、低舌圧又は嚥下機能の７項目のうち３項目

以上が該当する患者）に対して、口腔機能の回復又は維持・向上を目的として医学管理を行う場合は当該管理料を

算定する。なお、この場合において、咀嚼能力検査若しくは咬合圧検査又は舌圧検査を別に算定できる。【追加】
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(通知④)「注５」に規定する栄養サポートチーム等連携加算１は、当該保険医療機関の歯科医師が、当該患者の入院

している他の保険医療機関の栄養サポートチーム、口腔ケアチーム又は摂食嚥下チーム等の多職種からなるチーム

の構成員としてカンファレンス及び回診等に参加し、それらの結果に基づいてカンファレンス等に参加した日から

起算して２月以内に管理計画を策定した場合に、月に１回に限り算定する。

(通知⑤)「注６」に規定する栄養サポートチーム等連携加算２は、当該患者が介護福祉施設、介護老人保健施設、介

護医療院、介護療養施設、介護保険法第８条第１１項に規定する特定施設若しくは同条第２１項に規定する地域密

着型特定施設に入所している場合又は同条第２０項に規定する認知症対応型共同生活介護を受けている場合におい

て、当該保険医療機関の歯科医師が、当該患者の入所施設で行われた、経口による継続的な食事摂取を支援するた
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めの食事観察又は介護施設職員等への口腔管理に関する技術的助言・協力及び会議等に参加し、それらの結果に基

づいて食事観察等に参加した日から起算して２月以内に管理計画を策定した場合に、月に１回に限り算定する。

(通知⑥)「注５」又は「注６」に掲げる加算を算定した場合には、通知②に示す管理計画の要点に加え、通知④のカ

ンファレンス及び回診又は通知⑤の食事観察及び会議等の開催日及びこれらのカンファレンス等の内容の要点を診

療録に記載又はこれらの内容がわかる文書の控えを添付する。なお、２回目以降については当該月にカンファレン

ス等に参加していない場合も算定できるが、少なくとも前回のカンファレンス等の参加日から起算して６月を超え

る日までに１回以上参加すること。

(通知⑦)指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表の５のロ「歯科医師が行う場合」又は指定介護

予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示127号）別表５のロ「歯科医師が行う

場合」を算定し、通知②に規定する管理計画の内容を含む管理計画を策定している場合においては、当該管理料を

算定したものとみなすことができる。なお、その場合においては、当該患者の継続的な管理に当たって必要な事項

等を診療録に記載又は管理計画書の写しを診療録に添付するとともに、居宅療養管理指導費を算定した旨及び直近

の算定日を診療報酬明細書の摘要欄に記載する。【追加】

※ 注４に規定するかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所加算を算定している場合には、注５の在宅療養支援歯科

診療所加算１又は在宅療養支援歯科診療所加算２は算定できない。

在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料

(通知①)当該指導管理は、その開始に当たって、全身の状態（基礎疾患の有無、服薬状況、肺炎の既往等）、口腔の状

態（口腔衛生状態、口腔粘膜の状態、口腔乾燥の有無、歯科疾患、有床義歯の状況、咬合状態等）、口腔機能（咀嚼

の状態、摂食・嚥下の状況及び構音の状況、食形態等）等のうち患者の状態に応じた口腔管理に当たって必要な評

価及び歯周病検査（無歯顎者を除く。）を行い、当該計画の要点を診療録に記載又は当該管理計画書の写しを診療録
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に添付する。２回目以降の管理計画については、変更があった場合にその要点を記載する。

(通知②)歯の喪失や加齢、これら以外の全身疾患等により口腔機能の低下を認める在宅等療養患者（口腔衛生状態不

良、口腔乾燥、咀嚼機能低下、舌口唇運動機能低下、咬合力低下、低舌圧又は嚥下機能の７項目のうち３項目以上

が該当する患者）に対して、口腔機能の回復又は維持・向上を目的として医学管理を行う場合は当該管理料を算定

する。なお、この場合において、咀嚼能力検査、咬合圧検査又は舌圧検査を別に算定できる。【追加】

在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料

注６ 当該保険医療機関の歯科医師が、他の保険医療機関に入院している患者に対して、当該患者の入院している他

の保険医療機関の栄養サポートチーム等の構成員として診療を行い、その結果を踏まえて口腔機能評価に基づく管

理を行った場合は、栄養サポートチーム等連携加算１として、80 点を所定点数に加算する。【新設】

注７ 当該保険医療機関の歯科医師が、介護保険法第８条第２５項に規定する介護保険施設等に入所している患者に

対して、当該患者の入所している施設で行われる食事観察等に参加し、その結果を踏まえて口腔機能評価に基づく

管理を行った場合は、栄養サポートチーム等連携加算２として、80点を所定点数に加算する。【新設】

(通知③)「注６」に規定する栄養サポートチーム等連携加算１は、当該保険医療機関の歯科医師が、当該患者の入院

している他の保険医療機関の栄養サポートチーム、口腔ケアチーム、摂食嚥下チームの構成員としてカンファレン

ス及び回診等に参加し、それらの結果に基づいてカンファレンス等に参加した日から起算して２月以内に管理計画

を策定した場合に、月に１回に限り算定する。【追加】

(通知④)「注７」に規定する栄養サポートチーム等連携加算２は、当該患者が介護福祉施設、介護保険施設又は介護

療養施設、老人福祉法第２０条の４に規定する養護老人ホーム、同法第２０条の６に規定する軽費老人ホーム、同

法第２９条第１項に規定する有料老人ホーム、介護保険法第８条第２０項に規定する認知症対応型共同生活介護、

高齢者の居住の安定確保に関する法律第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅に入所している場合に

おいて、当該保険医療機関の歯科医師が、当該患者の入所施設で行われた、経口による継続的な食事摂取を支援す

るための食事観察若しくは介護施設職員等への口腔管理に関する技術的助言・協力及び会議等に参加し、それらの

結果に基づいて食事観察等に参加した日から起算して２月以内に管理計画を策定した場合に、月に１回に限り算定

する。【追加】

(通知⑤)「注６」又は「注７」に掲げる加算を算定した場合には、通知①に示す管理計画の要点に加え、通知③のカ

ンファレンス及び回診又は通知④の食事観察及び会議等の開催日、時間及びこれらのカンファレンス等の内容の要

点を診療録に記載又はこれらの内容がわかる文書の控えを添付する。なお、２回目以降については当該月にカンフ

ァレンス等に参加していない場合も算定できるが、少なくとも前回のカンファレンス等の参加日から起算して６月

を超える日までに１回以上参加すること。【追加】

(通知⑥)在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料を算定した日以降に実施した歯周病検査、歯周病部分的再

評価検査、摂食機能療法（歯科訪問診療以外で実施されるものを除く）、歯周基本治療、歯周病安定期治療(Ⅰ)、歯

周病安定期治療(Ⅱ)、歯周基本治療処置、在宅等療養患者専門的口腔衛生処置及び機械的歯面清掃処置は、当該指

導管理料に含まれ別に算定できない。
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小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料 450点 【新設】

注１ 当該保険医療機関の歯科医師が、歯科訪問診療料を算定した15歳未満の患者であって、継続的な歯科疾患の管

理が必要なものに対して、当該患者又はその家族の同意を得て、当該患者の口腔機能評価に基づく管理計画を作成

し、20分以上必要な指導管理を行った場合に、月４回に限り算定する。

注２ 歯周病検査、摂食機能療法、歯周基本治療、歯周基本治療処置、在宅等療養患者専門的口腔衛生処置及び機械

的歯面清掃処置は所定点数に含まれ、別に算定できない。

注３ 小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料を算定した月において、歯科疾患管理料、歯科特定疾患

療養管理料、歯科疾患在宅療養管理料及び在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料は別に算定できない。

注４ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の歯科医師が当該指導管理を実施した場合は、かかりつけ歯科医機能

強化型歯科診療所加算として、75点を所定点数に加算する。

注５ 在宅療養支援歯科診療所１又は在宅療養支援歯科診療所２の歯科医師が、当該指導管理を実施した場合は、在

宅療養支援歯科診療所加算１又は在宅療養支援歯科診療所加算２として、それぞれ125点又は100点を加算する。た

だし、注４に規定する加算を算定している場合は、算定できない。

(通知①)小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション管理料は、15歳未満の在宅等において療養を行っている通院困難

な患者であって、口腔機能の発達不全を認めるもの、口腔疾患又は摂食機能障害を有するものに対して、口腔衛生

状態の改善、口腔機能の向上及び口腔疾患の重症化予防を目的として、当該患者の全身の状態、口腔内の状態及び

口腔機能の状態等の評価をもとに作成した管理計画に基づき、口腔内清掃及び患者等に対する実地指導等を主体と

した口腔管理又は摂食機能障害に対する訓練を含む指導管理等を歯科医師が１回につき20分以上実施した場合に月

４回に限り算定する。当該指導管理料は、患者又はその家族等の同意を得た上で、これらの者に対して、歯科疾患

の状況及び当該患者の口腔機能の評価結果等を踏まえた管理計画の内容について説明した場合に算定する。

(通知②)当該指導管理は、その開始に当たって、全身の状態（基礎疾患の状況、食事摂取の状況、呼吸管理の方法等）、

口腔の状態（口腔衛生状態、歯科疾患等）、口腔機能（口腔周囲筋の状態、摂食・嚥下の状況等）等のうち患者の状

態に応じた口腔管理に当たって必要な評価を行い、当該計画の要点を診療録に記載又は当該管理計画書の写しを診

療録に添付する。２回目以降の管理計画については、変更があった場合にその要点を記載する。

(通知③)当該指導管理の実施に当たっては、必要に応じて当該患者の主治の医師又は介護・福祉関係者等と連携を図

りながら実施すること。

(通知④)当該指導管理の実施に当たっては、管理計画に基づいて、定期的な口腔機能評価（口腔衛生状態の評価及び

摂食機能評価を含む）をもとに、その効果判定を行う必要がある。なお、診療録に当該指導管理の実施時刻（開始

時刻と終了時刻）、指導管理の内容の要点等を記載する。
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(通知⑤)当該指導管理における摂食機能障害に対する訓練等は、摂食機能評価の結果に基づいて、摂食機能療法に準

じて実施する。また、摂食機能障害に対する指導管理の一部として、食事形態についての指導等を実施した場合は、

当該指導管理料を算定する。

(通知⑥)当該指導管理料を算定した日以降に実施した歯周病検査、摂食機能療法（歯科訪問診療以外で実施されるも

のを除く。）、歯周基本治療、歯周基本治療処置、在宅等療養患者専門的口腔衛生処置及び機械的歯面清掃処置は、

当該指導管理料に含まれ別に算定できない。

２（３）口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

① 医学管理関係（ライフステージに応じた口腔機能管理）
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歯科疾患管理料

注１２ 口腔機能の発達不全を有している 15 歳未満の患者に対して、口腔機能の獲得を目的として、患者等の同意を

得て、当該患者の口腔機能評価に基づく管理計画を作成し、療養上必要な指導を行った場合は、小児口腔機能管

理加算として、100 点を所定点数に加算する。【新設】

注１３ 口腔機能の低下を来している患者に対して、口腔機能の回復又は維持を目的として、患者等の同意を得て、

当該患者の口腔機能評価に基づく管理計画を作成し、療養上必要な指導を行った場合は、口腔機能管理加算とし

て、100 点を所定点数に加算する。【新設】

(通知①)口腔機能の発達不全を認める患者（咀嚼機能及び嚥下機能若しくは構音機能等が十分に発達していない又は

正常に獲得できていない患者）に対して、正常な口腔機能の獲得を目的として医学管理を行う場合は当該管理料を

算定する。当該管理を行うに当たっては、当該患者の口腔機能の評価結果を踏まえた管理計画を策定し、当該管理

計画について患者等（家族を含む。）に対して説明する。なお、口腔機能評価方法及び管理方法等については、関係

学会より示されている「「口腔機能発達不全症」に関する基本的考え方」（平成 30 年 3 月日本歯科医学会）を参考に

すること。【追加】

(通知②)「注１２」の小児口腔機能管理加算は、通知①に規定する 15 歳未満の口腔機能の発達不全を認める患者のう

ち、「「口腔機能発達不全症」に関する基本的考え方」に示されている評価項目において、咀嚼機能を含む３項目以

上に該当するものに対して、継続的な指導及び管理を実施する場合に所定点数に加算する。【追加】

(通知③)小児口腔機能管理加算を算定するに当たっては、口腔機能の評価及び一連の口腔機能の管理計画を策定し、

患者又は患者及びその家族等に対し当該管理計画に係る情報を文書により提供し、提供した文書の写しを診療録に

添付する。また、患者の成長発達に伴う口腔内等の状況変化の確認を目的として、患者の状態に応じて口腔外又は

口腔内カラー写真撮影を行う。写真撮影は、当該加算の初回算定日には必ず実施し、その後は少なくとも当該加算

を３回算定するに当たり１回以上行うものとし、診療録に添付又はデジタル撮影した画像を電子媒体に保存・管理

する。当該管理を行った場合は、指導・管理内容を診療録に記載又は指導・管理に係る記録を文書により作成して

いる場合においては、当該記録又はその写しを診療録に添付すること。なお、当該加算を算定した月は、当該患者

に対して文書提供加算は別に算定できない。【追加】

(通知④)歯の喪失や加齢、これら以外の全身的な疾患等により口腔機能の低下を認める患者（口腔衛生状態不良、口

腔乾燥、咀嚼機能低下、舌口唇運動機能低下、咬合力低下、低舌圧又は嚥下機能低下の７項目のうちいずれか３項

目以上に該当する患者）に対して、口腔機能の回復又は維持・向上を目的として医学管理を行う場合は当該管理料

を算定する。当該管理を行うに当たっては、当該患者の口腔機能の評価の結果を踏まえた管理計画について患者等

に対して説明する。なお、口腔機能評価方法及び管理方法等については、「「口腔機能低下症」に関する基本的考え

方」（平成 30 年 3 月日本歯科医学会）を参考にすること。【追加】

(通知⑤)「注１３」の口腔機能管理加算は、通知④に規定する 65 歳以上の口腔機能の低下を認める患者のうち、咀嚼

機能低下（咀嚼能力検査を算定した患者に限る。）、咬合力低下（咬合圧検査を算定した患者に限る。）又は低舌圧（舌

圧検査を算定した患者に限る。）のいずれかに該当する患者であって、継続的な指導及び管理を実施する場合に所定

点数に加算する。【追加】

(通知⑥)口腔機能管理加算を算定するに当たっては、口腔機能の評価及び一連の口腔機能の管理計画を策定し、当該

管理計画に係る情報を文書により提供し、提供した文書の写しを診療録に添付する。また、当該管理を行った場合

は、指導・管理内容を診療録に記載又は指導・管理に係る記録を文書により作成している場合においては、当該記

録又はその写しを診療録に添付すること。なお、当該加算を算定した月は、当該患者に対して文書提供加算は別に

算定できない。【追加】
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咀嚼能力検査（１回につき） 140点 【新設】

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関におい

て、咀嚼能力測定を行った場合に６月に１回に限り算定する。

注２ 有床義歯咀嚼機能検査を算定した月は、別に算定できない。

注３ 当該検査を算定した月から起算して６月以内に行う咬合圧検査は、別に算定できない。

(通知①)咀嚼能力検査とは、グルコース分析装置（グルコース含有グミゼリー咀嚼時のグルコース溶出量を測定する

もの）を用いて咀嚼能率を測定する検査をいう。

(通知②)当該検査は、問診、口腔内所見又は他の検査所見から加齢等による口腔機能の低下が疑われる患者に対し、

口腔機能低下症の診断を目的として実施した場合に算定する。なお、歯科疾患管理料、歯科疾患在宅療養管理料又

は在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料を算定し、継続的な口腔機能の管理を行っている患者について、

６月に１回に限り算定する。

(通知③)有床義歯等の調整を同日に行った場合は、広範囲顎骨支持型補綴物管理料又は歯科口腔リハビリテーション

料１を別に算定する。

(通知④)検査に係る費用は所定点数に含まれ、別に算定できない。

咬合圧検査（１回につき） 130点 【新設】

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関におい

て、咬合圧測定を行った場合に、６月に１回に限り算定する。

注２ 有床義歯咀嚼機能検査を算定した月は、別に算定できない。

注３ 当該検査を算定した月から起算して６月以内に行う咀嚼能力検査は、別に算定できない。



厚生労働省 北海道厚生局 医療課 平成 30 年 3 月 5 日現在版 39

(通知①)咬合圧検査とは、歯科用咬合力計を用いて、咬合力及び咬合圧の分布等を測定する検査をいう。

(通知②)当該検査は、問診、口腔内所見又は他の検査所見から加齢等による口腔機能の低下が疑われる患者に対し、

口腔機能低下症の診断を目的として実施した場合に算定する。なお、歯科疾患管理料、歯科疾患在宅療養管理料又

は在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料を算定し、継続的な口腔機能の管理を行っている患者について、

６月に１回に限り算定する。

(通知③)有床義歯等の調整を同日に行った場合は、広範囲顎骨支持型補綴物管理料又は歯科口腔リハビリテーション

料１を別に算定する。

(通知④)検査に係る費用は所定点数に含まれ別に算定できない。

【特掲診療料の施設基準(咀嚼能力検査の施設基準)】【新設】(告示)

(１)当該検査を行うにつき十分な体制が整備されていること。

(２)当該検査を行うにつき十分な機器を有していること。

【特掲診療料の施設基準(咬合圧検査の施設基準)】【新設】(告示)

(１)当該検査を行うにつき十分な体制が整備されていること。

(２)当該検査を行うにつき十分な機器を有していること。

【特掲診療料の施設基準(有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合圧検査に関する施設基準)】(通知)

１ 有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合圧検査に関する施設基準

(１)有床義歯咀嚼機能検査１のイの施設基準

次のいずれにも該当すること。

ア 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の経験を有する歯科医師が１名以上配置されていること。

イ 当該保険医療機関内に歯科用下顎運動測定器（非接触型）及び咀嚼能率測定用のグルコース分析装置を

備えていること。

(２)有床義歯咀嚼機能検査１のロの施設基準

次のいずれにも該当すること。

ア 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の経験を有する歯科医師が１名以上配置されていること。

イ 当該保険医療機関内に咀嚼能力測定用のグルコース分析装置を備えていること。

(３)有床義歯咀嚼機能検査２のイの施設基準

次のいずれにも該当すること。

ア 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の経験を有する歯科医師が１名以上配置されていること。

イ 当該保険医療機関内に歯科用下顎運動測定器（非接触型）及び歯科用咬合力計を備えていること。

(４)有床義歯咀嚼機能検査２のロの施設基準

次のいずれにも該当すること。

ア 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の経験を有する歯科医師が１名以上配置されていること。

イ 当該保険医療機関内に歯科用咬合力計を備えていること。

２ 届出に関する事項

有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合圧検査の施設基準に係る届出は、別添２の様式３８の１の２を

用いること。
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２（３）口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

① 医学管理関係（全身的な疾患を有する患者への対応）

歯科疾患管理料【新設】

注１１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関にお

いて、別の保険医療機関（歯科診療を行うものを除く。）から歯科治療における総合的医療管理が必要な患者であ

るとして文書による診療情報の提供を受けたものに対し、必要な管理及び療養上の指導等を行った場合は、総合

医療管理加算として、50点を所定点数に加算する。【新設】
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(通知)「注１１」の総合医療管理加算は、糖尿病の患者、骨吸収抑制薬投与中の患者、感染性心内膜炎のハイリスク

患者、関節リウマチの患者又は血液凝固阻止剤投与中の患者であって、別の医科の保険医療機関の当該疾患の担当

医から歯科治療を行うに当たり、診療情報提供料に定める様式に基づいた文書により患者の全身状態や服薬状況等

についての必要な診療情報の提供を受け、適切な総合医療管理を実施した場合に算定する。なお、算定に当たって

は当該疾患の担当医からの情報提供に関する内容及び担当医の保険医療機関名等について診療録に記載又は提供文

書の写しを添付する。【追加】

【特掲診療料の施設基準(歯科疾患管理料の注１１に規定する総合医療管理加算及び歯科治療時医療管理料の施設基

準)】(告示)

(１)当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常勤の歯科医師により、治療前、治療中及び治療後における当該

患者の全身状態を管理する体制が整備されていること。

(２)歯科医師が複数名配置されていること又は歯科医師が１名以上かつ歯科衛生士若しくは看護師が１名以上配置

されていること。

(３)当該患者の全身状態の管理を行うにつき十分な装置・器具を有していること。

(４)緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医療機関との連携体制（病院である医科歯科併設の保険医療機関

(歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療機関をいう。以下同じ。)にあっては、当該保険医療機

関の医科診療科との連携体制）が確保されていること。

【特掲診療料の施設基準(歯科疾患管理料の注１１に規定する総合医療管理加算及び歯科治療時医療管理料に関する

施設基準)】(通知)

１ 歯科疾患管理料の注１１に規定する総合医療管理加算及び加算及び歯科治療時医療管理料に関する施設基準

(１)当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常勤の歯科医師、歯科衛生士等により、治療前、治療中及び治

療後における当該患者の全身状態を管理できる体制が整備されていること。

(２)常勤の歯科医師が複数名配置されていること又は常勤の歯科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護師がそれぞ

れ１名以上配置されていること。なお、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２名以上組み合わせることにより、

当該保険医療機関における常勤歯科医師等と同じ時間歯科衛生士又は看護師が配置されている場合には、常勤

の歯科衛生士又は看護師が勤務しているとみなすことができる。

(３)当該患者の全身状態の管理を行うにつき以下の十分な装置・器具等を有していること。

ア 経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター）

イ 酸素供給装置

ウ 救急蘇生セット

(４)緊急時に円滑な対応ができるよう病院である別の保険医療機関との連携体制が整備されていること。ただし、

病院である医科歯科併設の保険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医科診療科との連携体制が整備され

ている場合は、この限りでない。

２ 届出に関する事項

歯科疾患管理料の注１１に規定する総合医療管理加算及び歯科治療時医療管理料の施設基準に係る届出は別

添２の様式１７を用いること。

歯科疾患在宅療養管理料

注４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関におい

て、別の保険医療機関（歯科診療を行うものを除く。）から歯科治療における総合的医療管理が必要な患者であると
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して文書による診療情報の提供を受けたものに対し、必要な管理及び療養上の指導等を行った場合は、在宅総合医

療管理加算として 50 点を所定点数に加算する。【新設】

(通知)「注４」の在宅総合医療管理加算は、糖尿病の患者、骨吸収抑制薬投与中の患者、感染性心内膜炎のハイリス

ク患者、関節リウマチの患者又は血液凝固阻止剤投与中の患者であって、別の医科の保険医療機関の当該疾患の担

当医から歯科治療を行うに当たり、診療情報提供料に定める様式に基づいた文書により患者の全身状態や服薬状況

等についての必要な診療情報の提供を受け、適切な総合医療管理を実施した場合に算定する。なお、算定に当たっ

ては当該疾患の担当医からの情報提供に関する内容及び担当医の保険医療機関名等について診療録に記載又は提供

文書の写しを添付する。【追加】

【特掲診療料の施設基準(歯科疾患在宅療養管理料の注４に規定する在宅総合医療管理加算及び在宅患者歯科治療時

医療管理料の施設基準)】(告示)

(１)当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常勤の歯科医師により、治療前、治療中及び治療後における当該

患者の全身状態を管理する体制が整備されていること。

(２)歯科医師が複数名配置されていること又は歯科医師が１名以上かつ歯科衛生士若しくは看護師が１名以上配置

されていること。

(３)当該患者の全身状態の管理を行うにつき十分な装置・器具を有していること。

(４)緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医療機関との連携体制（病院である医科歯科併設の保険医療機関

にあっては、当該保険医療機関の医科診療科との連携体制）が確保されていること。

【特掲診療料の施設基準(歯科疾患在宅療養管理料の注４に規定する在宅総合医療管理加算及び在宅患者歯科治療時

医療管理料に関する施設基準)】(通知)

１ 歯科疾患在宅療養管理料の注４に規定する在宅総合医療管理加算及び在宅患者歯科治療時医療管理料に関する

施設基準

(１)当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常勤の歯科医師、歯科衛生士等により、治療前、治療中及び治

療後における当該患者の全身状態を管理できる体制が整備されていること。

(２)常勤の歯科医師が複数名配置されていること又は常勤の歯科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護師がそれぞ

れ１名以上配置されていること。なお、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２名以上組み合わせることにより、

常勤歯科衛生士又は常勤看護師の勤務時間帯と同じ時間歯科衛生士又は看護師が配置されている場合には、当

該基準を満たしていることとみなすことができる。

(３)当該患者の全身状態の管理を行うにつき以下の十分な装置・器具等を有していること。

ア 経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター）

イ 酸素供給装置

ウ 救急蘇生セット

(４)緊急時に円滑な対応ができるよう病院である別の保険医療機関との連携体制が整備されていること。ただし、

病院である医科歯科併設の保険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医科診療科との連携体制が整備され

ている場合は、この限りでない。

２ 届出に関する事項

歯科疾患在宅療養管理料の注４に規定する在宅総合医療管理加算及び在宅患者歯科治療時医療管理料の施設

基準に係る届出は別添２の様式１７を用いること。
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(通知)歯科治療時医療管理料は、高血圧性疾患、虚血性心疾患、不整脈、心不全、脳血管障害、喘息、慢性気管支炎、

糖尿病、甲状腺機能低下症、甲状腺機能亢進症、副腎皮質機能不全、てんかん、慢性腎臓病（腎代替療法を行う患

者に限る。）の患者、人工呼吸器を装着している患者又は在宅酸素療法を行っている患者に対して、歯科治療時にお

ける患者の全身状態の変化等を把握するため、患者の血圧、脈拍、経皮的動脈血酸素飽和度を経時的に監視し、必

要な医療管理を行った場合に算定する。

(通知)在宅患者歯科治療時医療管理料は、歯科訪問診療料を算定した日において、高血圧性疾患、虚血性心疾患、不

整脈、心不全、脳血管障害、喘息、慢性気管支炎、糖尿病、甲状腺機能低下症、甲状腺機能亢進症、副腎皮質機能

不全てんかん若しくは慢性腎臓病（腎代替療法を行う患者に限る。）の患者、人工呼吸器を装着している患者又は在

宅酸素療法を行っている患者に対して、歯科治療時における患者の全身状態の変化等を把握するため、患者の血圧、

脈拍、経皮的動脈血酸素飽和度を経時的に監視し、必要な医療管理を行った場合に算定する。
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【特掲診療料の施設基準(歯科疾患管理料の注１１に規定する総合医療管理加算及び歯科治療時医療管理料に関する

施設基準)】(通知)：【該当部分のみ再掲】

(２)常勤の歯科医師が複数名配置されていること又は常勤の歯科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護師がそれぞ

れ１名以上配置されていること。なお、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２名以上組み合わせることにより、当

該保険医療機関における常勤歯科医師等と同じ時間歯科衛生士又は看護師が配置されている場合には、常勤の歯

科衛生士又は看護師が勤務しているとみなすことができる。

【特掲診療料の施設基準(歯科疾患在宅療養管理料の注４に規定する在宅総合医療管理加算及び在宅患者歯科治療時

医療管理料に関する施設基準)】(通知)：【該当部分のみ再掲】

(２)常勤の歯科医師が複数名配置されていること又は常勤の歯科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護師がそれぞ

れ１名以上配置されていること。なお、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２名以上組み合わせることにより、常

勤歯科衛生士又は常勤看護師の勤務時間帯と同じ時間歯科衛生士又は看護師が配置されている場合には、当該基

準を満たしていることとみなすことができる。

【特掲診療料の施設基準(有床義歯修理及び有床義歯内面適合法の歯科技工加算１及び２に関する施設基準)】(通知)

１ 歯科技工加算１及び２に関する施設基準

(１)常勤の歯科技工士を配置していること。なお、非常勤の歯科技工士を２名以上組み合わせることにより、常

勤歯科技工士の勤務時間帯と同じ時間帯にこれらの非常勤歯科技工士が配置されている場合には、当該基準を

満たしていることとみなすことができる。

(２)歯科医療機関内に歯科技工室を有していること。

(３)歯科技工に必要な機器を有していること。

(４)患者の求めに応じて、迅速に有床義歯の修理を行う体制が整備されている旨を院内掲示していること。

２ 届出に関する事項

有床義歯修理及び有床義歯内面適合法の歯科技工加算の施設基準に係る届出は、別添２の様式５０の３を用い

ること。
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２（３）口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

② 検査関係

有床義歯咀嚼機能検査

(通知①)有床義歯咀嚼機能検査とは、舌接触補助床、有床義歯、熱可塑性樹脂有床義歯、口蓋補綴、顎補綴又は広範

囲顎骨支持型補綴（以下この区分番号において「有床義歯等」という。）の装着時の下顎運動、咀嚼能力又は咬合圧

を測定することにより、有床義歯等の装着による咀嚼機能の回復の程度等を客観的かつ総合的に評価し、有床義歯

等の調整、指導及び管理を効果的に行うことを目的として行うものであり、有床義歯等を新製する場合において、

新製有床義歯等の装着前及び装着後のそれぞれについて実施する。

(通知②)「１のイ 下顎運動測定と咀嚼能力測定を併せて行う場合」とは、下顎運動測定と咀嚼能力測定を同日に実

施するものをいい、「２のイ 下顎運動測定と咬合圧測定を併せて行う場合」とは、下顎運動測定と咬合圧測定を同

日に実施するものをいう。

(通知③)下顎運動測定とは、三次元的に下顎の運動路を描記可能な歯科用下顎運動測定器（非接触型）を用いて、咀

嚼運動経路を測定する検査をいう。

(通知④)咀嚼能力測定とは、グルコース分析装置（グルコース含有グミゼリー咀嚼時のグルコース溶出量を測定する

もの）を用いて、咀嚼能率を測定する検査をいう。

(通知⑤)咬合圧測定とは、歯科用咬合力計を用いて、咬合力及び咬合圧分布等を測定する検査をいう。【追加】

(通知⑥)新製有床義歯等の装着前及び装着後のそれぞれにおいて当該検査を実施する場合は、装着前に「１ 有床義

歯咀嚼機能検査１」を算定した場合は装着後も「１ 有床義歯咀嚼機能検査１」を、装着前に「２ 有床義歯咀嚼

機能検査２」を算定した場合は装着後も「２ 有床義歯咀嚼機能検査２」を算定する。【追加】
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(通知⑦)新製有床義歯等の装着前の有床義歯咀嚼機能検査を２回以上実施した場合は、１回目の検査を行ったときに

限り算定する。

(通知⑧)新製有床義歯等の装着後の有床義歯咀嚼機能検査は、新製有床義歯等の装着日の属する月から起算して６月

以内を限度として、月１回に限り算定する。なお、新製有床義歯等の装着前に「１のイ 下顎運動測定と咀嚼能力

測定を併せて行う場合」又は「２のイ 下顎運動測定と咬合力測定を併せて行う場合」を実施した場合は、装着後

必要に応じて「１のロ 咀嚼能力測定のみを行う場合」又は「２のロ 咬合圧測定のみを行う場合」を実施した後、

「１のイ 下顎運動測定と咀嚼能力測定を併せて行う場合」又は「２のイ 下顎運動測定と咬合力測定を併せて行

う場合」によって総合的な咀嚼機能の評価を行うことが望ましい。

(通知⑨)有床義歯咀嚼機能検査は、当該患者が次のいずれかに該当する場合に限り算定する。

イ 新製有床義歯管理料の「２ 困難な場合」に準じる場合

※ 新製有床義歯管理料における困難な場合とは、総義歯を新たに装着した場合、総義歯を装着している場合

及び９歯以上の局部義歯を装着し当該局部義歯以外は臼歯部で垂直的咬合関係を有しない場合。

ロ 舌接触補助床を装着する場合

ハ 広範囲顎骨支持型装置埋入手術の(５)に準じる場合

※ 広範囲顎骨支持型装置埋入手術の(５)とは、従来のブリッジや有床義歯(顎堤形成後の有床義歯を含む)で

は咀嚼機能の回復が困難な患者に対して実施した場合。

ニ 有床義歯又は熱可塑性樹脂有床義歯を装着する患者であって、左右第二大臼歯を含む臼歯が４歯以上欠損して

いる場合（第三大臼歯は歯数に含めない。）

ホ 口蓋補綴、顎補綴を装着する場合

(通知⑩)新製有床義歯等の装着時又は有床義歯等の調整時に当該検査を行う場合は、新製有床義歯管理料、広範囲顎

骨支持型補綴物管理料又は歯科口腔リハビリテーション料１と同日に算定できる。

(通知⑪)舌接触補助床若しくは口蓋補綴、顎補綴を装着する場合であって、歯科口腔リハビリテーション料１の「２

舌接触補助床の場合」若しくは「３ その他の場合」を算定している患者又は広範囲顎骨支持型装置埋入手術の（５）

に準じる場合であって、広範囲顎骨支持型補綴物管理料を算定している患者について、咀嚼機能検査を行う必要が

ある場合については、当該患者の装着する装置を新製しない場合においても当該検査を算定できる。

精密触覚機能検査 460点 【新設】

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、

当該検査を行った場合に月１回に限り算定する。

(通知①)精密触覚機能検査は、口腔・顎・顔面領域の手術等に伴う神経障害や帯状疱疹や骨髄炎等に起因する神経障

害によって生じる神経症状（感覚の異常）を呈する患者に対して、当該検査に関する研修を受講したものが、

Semmes-Weinstein monofilament set を用いて知覚機能を定量的に測定した場合に１月に１回に限り算定する。な

お、検査の実施に当たっては、「精密触覚機能検査の基本的考え方」（平成 30 年 3 月日本歯科医学会）を遵守すると

ともに、検査結果は関係学会の定める様式又はこれに準ずる様式に記録し、診療録に添付すること。

(通知②)当該検査に係る費用は所定点数に含まれ、別に算定できない。

【特掲診療料の施設基準(精密触覚機能検査の施設基準)】【新設】(告示)

(１)当該検査に係る研修を受けた歯科医師が１名以上配置されていること。

(２)当該検査を行うにつき十分な機器を有していること。
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【特掲診療料の施設基準(精密触覚機能検査に関する施設基準)】【新設】(通知)

１ 精密触覚機能検査に関する施設基準

(１)歯科医療を担当する保険医療機関であること。

(２)口腔顔面領域の感覚検査及び三叉神経損傷の診断と治療法に関する研修を修了した歯科医師が１名以上配置

されていること。なお、既に受講した研修が要件の一部を満たしている場合には、不足する要件を補足する研

修を受講することでも差し支えない。

(３)当該医療機関内に Semmes-Weinstein monofilament set を備えていること。

２ 届出に関する事項

精密触覚機能検査の施設基準に係る届出は、別添２の様式３８の１の３を用いること。

歯周病患者画像活用指導料 10点 【新設】

注 歯周病に罹患している患者に対して歯周病検査を実施する場合において、継続的な管理を行うに当たって必要な

口腔内写真を撮影し、当該患者又はその家族等に対し療養上必要な指導を行った場合に算定する。なお、２枚以上

撮影した場合は、２枚目から１枚につき10点を所定点数に加算し、１回につき５枚に限り算定する。

(通知①)歯科疾患管理料、周術期等口腔機能管理料(Ⅰ)、周術期等口腔機能管理料(Ⅱ)、周術期等口腔機能管理料(Ⅲ)、

歯科特定疾患療養管理料、歯科疾患在宅療養管理料、在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料又は小児在

宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料のいずれかの管理料を算定している患者であって歯周病に罹患して

いるものに対し、プラークコントロールの動機付けを目的として、口腔内カラー写真を用いて療養上必要な指導及

び説明を行った場合に算定する。

(通知②)写真撮影に係る費用は所定点数に含まれ、別に算定できない。

(通知③)撮影した口腔内カラー写真は、診療録に添付又はデジタル撮影した画像を電子媒体に保存して管理する。
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２（３）口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

③ 処置、手術関係

機械的歯面清掃処置

注１ 歯科疾患管理料、歯科特定疾患療養管理料又は歯科疾患在宅療養管理料を算定した患者のうち、主治の歯科医

師又はその指示を受けた歯科衛生士が、歯科疾患の管理を行っているもの（周術期等専門的口腔衛生処置、訪問歯

科衛生指導料又は歯科矯正管理料を算定しているものを除く。）に対して機械的歯面清掃を行った場合は、２月に

１回に限り算定する。ただし、初診料の注６、再診料の注４若しくは歯科訪問診療料の注６に規定する加算を算定

する患者又は妊婦については月１回に限り算定する。

※ 「初診料の注６」「再診料の注４」「歯科訪問診療料の注６」に規定する加算とは、歯科診療特別対応加算。

注２ 歯科疾患管理料の注１０に規定する加算、歯周病安定期治療(Ⅰ)、歯周病安定期治療(Ⅱ)又は在宅等療養患者

専門的口腔衛生処置を算定した月は算定できない。

※ 「歯科疾患管理料の注１０」に規定する加算とは、エナメル質初期う蝕管理加算。

(通知①)機械的歯面清掃処置とは、歯科疾患に罹患している患者に対し、歯科医師又はその指示を受けた歯科衛生士

が、歯科用の切削回転器具及び研磨用ペーストを用いて行う歯垢除去等をいい、歯科疾患管理料、歯科特定疾患療

養管理料（当該管理料に規定する治療計画に機械的歯面清掃処置を行うに当たって必要な管理計画が含まれている

場合に限る。）又は歯科疾患在宅療養管理料を算定した患者に対して２月に１回に限り算定する。また、歯周病安定

期治療(Ⅰ)、歯周病安定期治療(Ⅱ)又は歯科疾患管理料の「注１０」に規定するエナメル質初期う蝕管理加算を算

定した月は算定できない。

(通知②)歯科診療特別対応加算又は初診時歯科診療導入加算を算定した患者又は妊娠中の患者については、月１回に

限り算定する。【追加】

(通知③)妊娠中の患者に対して当該処置を行った場合は、診療録及び診療報酬明細書にその旨を記載する。【追加】
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口腔内装置（１装置につき）【名称及び項目の見直し】

１ 口腔内装置１ 1,500点

２ 口腔内装置２ 800点

３ 口腔内装置３ 650点

注 顎関節治療用装置、歯ぎしりに対する口腔内装置又はその他口腔内装置を製作した場合に当該製作方法に係る

区分に従い、それぞれ所定点数を算定する。【追加】

(通知①)「注」に規定する口腔内装置は、次に掲げるいずれかの装置をいう。【追加】

イ 顎関節治療用装置

ロ 歯ぎしりに対する口腔内装置

ハ 顎間固定用に歯科用ベースプレートを用いた床

ニ 出血創の保護と圧迫止血を目的としてレジン等で製作した床

ホ 手術に当たり製作したサージカルガイドプレート

ヘ 腫瘍等による顎骨切除後、手術創（開放創）の保護等を目的として製作するオブチュレーター

ト 気管挿管時の歯の保護等を目的として製作した口腔内装置

チ 不随意運動等による咬傷を繰り返す患者に対して、口腔粘膜等の保護を目的として製作する口腔内装置

リ 放射線治療に用いる口腔内装置

(通知②)「１ 口腔内装置１」とは、義歯床用アクリリック樹脂により製作された口腔内装置をいう。【追加】

(通知③)「２ 口腔内装置２」とは、熱可塑性樹脂シート等を歯科技工用成型器により吸引・加圧して製作又は作業

模型に常温重合レジンを圧接して製作された口腔内装置であり、咬合関係が付与されたものをいう。【追加】

(通知④)「３ 口腔内装置３」とは、熱可塑性樹脂シート等を歯科技工用成型器により吸引・加圧して製作又は作業

模型に常温重合レジンを圧接して製作された口腔内装置であり、咬合関係が付与されていないものをいう。【追加】
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(通知⑤)特に規定する場合を除き、印象採得を行った場合は印象採得の「３ 口腔内装置等（１装置につき）」、装着

を行う場合は装着の「３ 口腔内装置等の装着の場合（１装置につき）」により算定する。また、「２ 口腔内装置

２」及び「３ 口腔内装置３」を製作するに当たり、咬合採得は所定点数に含まれ算定できない。【追加】

(通知⑥)通知①の「イ 顎関節治療用装置」を製作した場合は、「１ 口腔内装置１」又は「２ 口腔内装置２」のい

ずれか該当する項目により算定する。当該装置の装着後、咬合関係等を検査し、調整した場合は１口腔１回につき

口腔内装置調整・修理の「１のハ イ及びロ以外の場合」により算定する。ただし、咬合採得は算定できない。

(通知⑦)通知①の「ロ 歯ぎしりに対する口腔内装置」を製作した場合は、「１ 口腔内装置１」、「２ 口腔内装置２」

又は「３ 口腔内装置３」のいずれか該当する項目により算定する。当該装置の製作に際し印象採得を行った場合

は印象採得の「３ 口腔内装置等」を、咬合採得を行った場合は当該装置の範囲に相当する歯数により咬合採得の

「２のロ 有床義歯 」（「１ 口腔内装置１」の場合に限る。）を、装着を行った場合は装着の「２のニの(１) 印

象採得が困難なもの」により算定する。

(通知⑧)通知①の「ロ 歯ぎしりに対する口腔内装置」を「１ 口腔内装置１」又は「２ 口腔内装置２」により製

作した場合において、装着後、咬合関係等を検査し、調整した場合は１口腔１回につき口腔内装置調整・修理の「１

のロ 歯ぎしりに対する口腔内装置の場合」により算定する。【追加】

(通知⑨)通知②から通知④までにかかわらず、通知①の「ホ 手術に当たり製作したサージカルガイドプレート」に

ついて、顎変形症等の患者に対する手術を行うに当たり、顎位の決定を目的に製作したものについては１装置に限

り、「１ 口腔内装置１」の所定点数を算定する。なお、同一手術において複数の装置を使用する場合については、

２装置目からは、１装置につき「３ 口腔内装置３」の所定点数により算定する。【追加】

(通知⑩)通知①の「リ 放射線治療に用いる口腔内装置」とは頭頸部領域における悪性腫瘍に対して、第１１部に掲

げる放射線治療（電磁波温熱療法を単独で行う場合及び血液照射を除く。）を行う際に、密封小線源の保持又は周囲

の正常組織の防御を目的とする特別な装置をいう。当該装置を製作し装着した場合は、通知②から通知④までにか

かわらず、「１ 口腔内装置１」の所定点数を算定する。当該装置の製作に際し印象採得を行った場合は印象採得の

「２ ホ(１) 印象採得が困難なもの」、装着を行った場合は装着の「２のニの(１) 印象採得が困難なもの」、咬合

採得を行った場合は当該装置の範囲に相当する歯数により咬合採得の「２のロ 有床義歯」により算定する。【追加】

(通知⑪)口腔内装置の製作後に患者の都合等により診療を中止した場合の請求は、第１２部歯冠修復及び欠損補綴の

歯冠修復物又は欠損補綴物の製作後診療を中止した場合の請求と同様とする。

(通知⑫)通知①の「 ヘ 腫瘍等による顎骨切除後、手術創(開放創)の保護等を目的として製作するオブチュレーター」

とは、腫瘍等の切除手術により上顎骨が大きく欠損し、口腔と上顎洞及び鼻腔が交通している場合において、手術

創粘膜の保護、開放創の維持及び上顎洞等への食片流入防止等を目的として製作した装置のことをいう。当該装置

を通知④に規定する製作材料及び製作方法により製作した場合は、通知④の規定に関わらず「２ 口腔内装置２」

により算定する。また、当該装置の製作に当たり印象採得を行った場合は、１装置につき印象採得の「２のロ 連

合印象」、咬合採得を行った場合は咬合採得の「２のロの(２) 多数歯欠損」、装着を行った場合は装着の「２のニ

の(２) 印象採得が著しく困難なもの」により算定する。

(通知⑬)通知②から通知④までにかかわらず、通知①の「ハ 顎間固定用に歯科用ベースプレートを用いた床」、「ニ

出血創の保護と圧迫止血を目的としてレジン等で製作した床」、「ト 気管挿管時の歯の保護等を目的として製作し

た口腔内装置」又は「チ 不随意運動等による咬傷を繰り返す患者に対して、口腔粘膜等の保護を目的として製作

する口腔内装置」を装着した場合はいずれも「３ 口腔内装置３」の所定点数により算定する。【追加】

(通知⑭)口腔内装置を算定する場合は、通知①のイからリまでのいずれに該当するかを診療報酬明細書の摘要欄に記

載すること。【追加】


